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  証券コード2427

  平成23年３月14日

株 主 各 位  

 静 岡 県 静 岡 市 葵 区 紺 屋 町 1 7 番 地 の １

 株式会社アウトソーシング
 代表取締役会長兼社長 土 井 春 彦

第14期定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

　さて、当社第14期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議

決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年３月28日（月

曜日）午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上

げます。

敬　具

記

1.　日　　時 平成23年３月29日（火曜日）午前10時

2.　場　　所 静岡県静岡市駿河区南町８－５

  ホテル プリヴェ静岡ステーション３階「サル･ドゥ･ロゼ」

  （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

3.　目的事項  

　報告事項 1.　第14期（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会

の連結計算書類監査結果報告の件

　  2.　第14期（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）

計算書類報告の件

　決議事項  

　第１号議案 剰余金処分の件

　第２号議案 定款一部変更の件

　第３号議案 取締役３名選任の件

　第４号議案 ストックオプションとして新株予約権を発行する件

以　上
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※当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付

にご提出くださいますようお願い申し上げます。

※本招集ご通知に添付すべき書類のうち、以下の①及び②に記載する書

類につきましては、法令及び当社定款第13条の規定に基づき、インター

ネット上の当社ウェブサイト（http://www.outsourcing.co.jp)に掲載

しておりますので、本添付書類には記載しておりません。

①連結計算書類の「連結注記表」

②計算書類の「個別注記表」　

※株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正

が生じた場合には、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.outsourcing.co.jp）に修正後の事項を掲載させていただ

きます。
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(添付書類)

 事　　業　　報　　告 

( 平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで )

　
1.　企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況
①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における、当社グループの主要顧客である国内メーカ
ーの生産動向は、世界的な経済危機に対する各国の景気刺激策に加え、
アジアを中心とする新興国の内需拡大による輸出の増加により生産動向
は堅調に推移しました。また、当連結会計年度終盤に懸念されていた、
国内景気刺激策の終了あるいは縮小による景気後退リスクに対しても、
二次電池、太陽電池及びＬＥＤ等の新たな成長分野が市場を牽引しまし
た。
　当社グループにおきましては、経済危機の時こそ最大のチャンスとと
らえ、足元の利益を確保するためのコストコントロールは一切行わず、
逆に業界内の淘汰を見越した営業体制・請負体制及び採用体制の強化の
ための先行投資を行ったため、期首予想を大幅に上回る受注を獲得し、
これにより当社グループの売上高は、リーマンショックによる大不況の
影響から完全に脱し、過去最高を更新いたしました。
　また、市場の急速なグローバル化により、高度・多様化するメーカー
ニーズに応えるための経営資源獲得に向け、戦略的Ｍ＆Ａやグループ資
源の整備・再編に係る先行投資も積極的に行い、当連結会計年度以降に
おける業績拡大と利益率改善のための体制強化を実現しました。　
　これらの売上高拡大と利益体質強化に向けた先行投資費用を、当連結
会計年度において約５億円を計上したことにより、連結業績予想におけ
る営業利益、経常利益及び当期純利益には至りませんでしたが、前連結
会計年度における営業損失の計上から一転、金融・経済危機以前におけ
る営業利益、経常利益及び当期純利益の過去最高を更新いたしました。
　この結果、当連結会計年度の売上高は28,386,708千円（前期比58.0％
増）、営業利益は1,173,380千円（前期は営業損失150,222千円）、経常
利益は1,401,318千円（前期比6,229.0％増）、当期純利益は760,120千円
（前期は当期純損失215,744千円）となりました。
　

②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資は、主に事務所移転に伴う設備の取
得などによる総額147,318千円であります。
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③　資金調達の状況

　当連結会計年度の設備投資に係る所要資金につきましては、自己資金

により充当いたしました。
　
④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。　
 
⑤　他の会社の事業譲受けの状況

　重要な事項はありません。　
　
⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の

　　承継状況

  イ．当社は、平成22年７月１日を合併期日として、当社を存続会社と

し、当社連結子会社である株式会社モルティを消滅会社とする吸

収合併を行いました。これは、株式会社モルティが広島を中心と

する中国地方において生産アウトソーシング事業を展開し、当社

グループにおいて同エリアをカバーしておりましたが、平成21年

３月１日付で、同じく生産アウトソーシング事業を西日本中心に

展開する株式会社フリーワークを吸収合併したことにより、同事

業を同エリアで重複して展開する状況になっておりました。この

ような状況に対して、株式会社モルティの経営資源を当社へ集約

し、グループ経営の効率化と総合的営業力の強化を図る目的で行

ったものであります。

　ロ．当社連結子会社である株式会社アネブル、株式会社アウトソーシ

ングセントラル及び株式会社ヤストモの３社は、平成22年７月１

日を合併期日として株式会社アネブルを存続会社とする吸収合併

を行いました。なお、株式会社アネブルは平成22年７月１日付に

おいて、商号を株式会社アウトソーシングセントラルに変更して

おります。

　　　　
⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の

状況

　イ．平成22年３月12日付で当社連結子会社のエルゼクス株式会社が株

式会社アストロンの株式140株を取得しております。これにより株

式会社アストロンは当社の連結対象子会社となっております。

　ロ．平成22年３月25日を払込期日とする株式会社アールピーエムの募

集株式の発行に際し、その全てとなる1,000株を引受けて取得しま

した。

　ハ．平成22年４月20日付で当社は聖翔株式会社の株式271,000株、平成

22年10月20日付で1,380,000株を取得し、聖翔株式会社は当社の完

全子会社となっております。
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　ニ．平成22年４月28日付で当社連結子会社の聖翔株式会社が同社の子

会社となるわらべうた株式会社（現長谷川ナーシングパートナー

株式会社）の株式200株（保有割合100％）を売却しております。

　ホ．平成22年７月１日付で株式会社アネブル（合併比率1.0）を存続会

社、株式会社ヤストモ（合併比率5.2）及び株式会社アウトソーシ

ングセントラル（合併比率12.4）を消滅会社とする３社が合併し、

この割当てにより当社は株式会社アウトソーシングセントラルの

株式21,084株を取得した後、平成22年10月29日付で同社の自己株

式125株を取得しております。

　　　なお、この合併により、株式会社アネブルの社名が株式会社アウ

トソーシングセントラルに変更されております。
　ヘ．平成22年８月27日付で奥拓索幸（上海）企業管理服務有限公司を

設立しております。

　ト．平成22年９月14日付で株式会社ニッソーサービスの株式61株（議

決権保有割合100％）を取得し、同社は当社の連結対象子会社とな

っております。

　チ．平成22年10月１日付でＯＳセミテック株式会社を設立し、新たに

子会社となり、その後、平成22年12月22日付で当社連結子会社の

株式会社ＯＲＪが同社の株式の全て(500株)を取得しております。

　リ．平成22年12月20日付で株式会社アールピーエムが株式1,200株を発

行し、当社がこれを引き受けております。

　ヌ．平成22年12月20日付で聖翔株式会社が株式909,091株を発行し、当

社がこれを引き受けております。　

　ル．平成22年12月28日付で株式会社ミストラルサービスの株式200株

(保有割合100％)を売却しております。　
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況　

区 分
第 11 期

（平成19年12月期）
第 12 期

（平成20年12月期）
第 13 期

（平成21年12月期）

第 14 期
(当連結会計年度)
（平成22年12月期）

売 上 高（千円） 24,321,558 24,148,064 17,964,396 28,386,708

経 常 利 益（千円） 1,004,383 1,134,871 22,141 1,401,318

当 期 純 利 益 又 は
当期純損失(△)(千円)

583,702 641,252 △215,744 760,120

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

4,917円29銭 5,412円28銭 △1,511円00銭 52円46銭

総 資 産（千円） 5,660,705 6,051,298 9,365,465 10,707,735

純 資 産（千円） 2,188,174 2,657,895 2,933,221 3,475,542

１株当たり純資産額 17,816円76銭 22,524円56銭 19,180円08銭 230円88銭

  （注）1.　当社では第６期より連結計算書類を作成しております。

　　　　2.　平成22年11月15日付で当社普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま

す。なお、第14期の１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）及び１株当たり

純資産額は、株式分割が期首に行われたものとして算出しております。

　

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 11 期

（平成19年12月期）
第 12 期

（平成20年12月期）
第 13 期

（平成21年12月期）

第 14 期
　(当事業年度)　
（平成22年12月期）

売 上 高（千円） 21,270,073 20,528,817 13,823,975 16,989,957

経 常 利 益（千円） 918,419 1,027,676 165,428 1,010,031

当期純利益（千円） 524,378 589,545 102,129 659,740

１株当たり当期純利益 4,417円53銭 4,975円86銭 715円28銭 45円53銭

総 資 産（千円） 4,790,695 4,644,832 5,966,235 7,889,326

純 資 産（千円） 2,127,254 2,518,321 3,183,766 3,586,124

１株当たり純資産額 17,900円62銭 22,193円22銭 21,050円20銭 245円18銭

　（注）    平成22年11月15日付で当社普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりま

す。なお、第14期の１株当たり当期純利益及び１株当たり純資産額は、株式分割

が期首に行われたものとして算出しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
議決権比率

主 要 な 事 業 内 容

　 千円 ％  

株 式 会 社 ア ウ ト ソ ー シ ン グ セ ン ト ラ ル
（注）１

150,000 92.4 生産アウトソーシング事業

株 式 会 社 Ｏ Ｒ Ｊ 50,000 90.0 管理業務アウトソーシング事業

株 式 会 社 大 生 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 25,780 100.0 生産アウトソーシング事業

株 式 会 社 ア ー ル ピ ー エ ム
（注）２

90,000 100.0 生産アウトソーシング事業

株 式 会 社 ト ラ イ ア ン グ ル 30,000 100.0 生産アウトソーシング事業

聖 翔 株 式 会 社
（注）３

483,654 100.0 生産アウトソーシング事業

株式会社エスティエス（注）３ 50,000 100.0 生産アウトソーシング事業

エ ル ゼ ク ス 株 式 会 社 40,000 100.0 生産アウトソーシング事業

R E V S O N I C - E S 株 式 会 社 10,000 60.0 生産アウトソーシング事業

株 式 会 社 ア ス ト ロ ン
（注）４

10,000 70.0 生産アウトソーシング事業

奥拓索幸（上海）企業管理
服 務 有 限 公 司

（注）５
25,239 100.0 生産アウトソーシング事業

株式会社ニッソーサービス
（注）６

30,000 100.0 生産アウトソーシング事業

Ｏ Ｓ セ ミ テ ッ ク 株 式 会 社
（注）７

50,000 100.0 生産アウトソーシング事業

（注）1.　平成22年７月１日付で株式会社アネブルを存続会社、株式会社アウトソーシングセ

ントラル及び株式会社ヤストモを消滅会社とする吸収合併方式で、株式会社アウト

ソーシングセントラル及び株式会社ヤストモは解散いたしました。

　　　　　なお、株式会アネブルは平成22年７月１日付で株式会社アウトソーシングセントラ

ルに商号変更いたしました。

　　　2.　株式会社アールピーエムが平成22年３月25日を払込期日とする1,000株（取得金額

50,000千円）の募集株式及び平成22年12月20日を払込期日とする1,200株（取得金

額60,000千円）の募集株式を発行するのに際し、その全てを引き受けて取得しまし

た。これにより同社の資本金は90,000千円となっております。　

　3.　平成22年４月20日付で聖翔株式会社の株式271,000株、平成22年10月20日付で1,380,000

株を取得したことにより、聖翔株式会社及び株式会社エスティエスが完全子会社と

なっております。

　　　また、聖翔株式会社が平成22年12月20日を払込期日とする909,091株（取得金額

30,000千円）の募集株式を発行するのに際し、その全てを引き受けて取得しました。

　　　これにより同社の資本金は483,654千円となっております。　
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　4.　平成22年３月12日付で株式会社アストロンの株式140株を取得し、新たに連結子会

社となりました。

　5.　平成22年８月27日付で奥拓索幸（上海）企業管理服務有限公司を設立し新たに連結

子会社となりました。

　6.　平成22年９月14日付で株式会社ニッソーサービスの株式61株を取得し、新たに連結

子会社となりました。

  7.　平成22年10月１日付でＯＳセミテック株式会社を設立し新たに連結子会社となりま

した。その後、平成22年12月22日付で連結子会社である株式会社ＯＲＪに売却して

おります。

8.　平成22年４月28日付でわらべうた株式会社（現長谷川ナーシングパートナー株式会

社）の全株式を売却し、連結子会社から除外しております。

9.　平成22年12月28日付で株式会社ミストラルサービスの全株式を売却し、連結子会社

から除外しております。

　

(4) 対処すべき課題

　派遣労働者を含む、雇用が不安定といわれる非正規社員に対し、厚生労

働省は平成22年９月、有期労働契約について研究会報告書を公表し、同年

10月末から労働政策審議会での検討を開始し、正社員との待遇格差や不安

定な雇用といった問題が多いとの認識で法整備を進めています。一方、労

働者派遣法改正案による弊害と同様、有期契約を規制すれば失業者が増加

する可能性もあると示唆されております。

　しかし、これらの規制強化により生産アウトソーシング業界が社会的意

義のあるものに整備されることは、上場企業でありコンプライアンスを徹

底してきた当社グループにとっては非常に大きなビジネスチャンスとなる

と考えております。また、当社グループは、新興諸国を中心とする国際的

競争に打ち勝つには、規制を強化するより日本人の働き方自体を変え、終

身雇用制度から卒業し、労働市場の流動性を高め経済変化に対応できる雇

用形態を構築する必要があるとも考えております。

　この構想にもとづき、当社は生産アウトソーシング業者で唯一の日本経

済団体連合会の会員となり、当社会長兼社長は「雇用委員会」と「労働法

規委員会」に加入しております。これらの委員会への参加をはじめ、自ら

が法整備をはじめとする業界の安定雇用に努めることで、製造業の生産性

向上に寄与するアウトソーシング業界を築くことを目指してまいります。
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(5) 主要な事業内容（平成22年12月31日現在）

当社グループは、生産アウトソーシング事業、管理業務アウトソーシン

グ事業及びその他の事業を行っておりますが、各事業の内容は以下のとお

りであります。

①　生産アウトソーシング事業

電機（電子）機器、輸送用機器、化学・薬品、食品、金属など製造業

全般にわたるメーカーの製造工程の外注化ニーズに対応し、生産技術、

管理ノウハウを提供し、生産効率の向上を実現するサービスを提供して

おります。　

②　管理業務アウトソーシング事業

メーカーが直接雇用する社員の採用代行から労務管理や社宅管理にま

で至る管理業務を一括で受託するサービスの提供を行っております。　

③　その他の事業

自動車関連メーカーの研究開発における部品の試作や、レースを中心

とした自動車用高性能部品等の開発製造販売を行っております。　
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(6) 主要な営業所（平成22年12月31日現在）

①　当　社

本　  社　　静岡県静岡市葵区紺屋町１７番地の１　

営 業 所　　仙台営業所（宮城県）　　　　庄内営業所（山形県）

　　　　　　宇都宮営業所（栃木県）　　　千葉営業所（千葉県）

　　　　　　さいたま営業所（埼玉県）　　新宿オフィス（東京都）

　　　　　　横浜営業所（神奈川県）　　　平塚営業所（神奈川県）

　　　　　　甲府営業所（山梨県）　　　　富士営業所（静岡県）

　　　　　　藤枝営業所（静岡県）　　　　浜松営業所（静岡県）

　　　　　　名古屋営業所（愛知県）　　　富山営業所（富山県）

　　　　　　大阪営業所（大阪府）　　　　福知山営業所（京都府）

　　　　　　広島営業所（広島県）　　　　福岡営業所（福岡県）　

　

②　子会社

　株式会社アウトソーシングセントラル　　　愛知県刈谷市

　株式会社ＯＲＪ　　　　　　　　　　　　　大阪市北区

　株式会社大生エンジニアリング　　　　　　東京都中央区

　株式会社アールピーエム　　　　　　　　　東京都新宿区

　株式会社トライアングル　　　　　　　　　東京都新宿区

　聖翔株式会社　　　　　　　　　　　　　　東京都新宿区

　株式会社エスティエス　　　　　　　　　　東京都千代田区

　エルゼクス株式会社　　　　　　　　　　　横浜市中区

　REVSONIC-ES株式会社　　　　　　　　　 　横浜市中区

　株式会社アストロン　　　　　　　　　　　東京都新宿区

　奥拓索幸（上海）企業管理服務有限公司　　中華人民共和国上海市

　株式会社ニッソーサービス　　　　　　　　大阪市北区

　ＯＳセミテック株式会社　　　　　　　　　東京都新宿区
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(7) 使用人の状況（平成22年12月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

生 産 ア ウ ト ソ ー シ ン グ 事 業 7,797名 1,484名増

管理業務アウトソーシング事業 49名 21名増

そ の 他 の 事 業 ４名 330名減

合 計 7,850名 1,175名増

（注）1.　企業集団の使用人は、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の内勤社員と顧客

　　　　　メーカーにおいて現場作業に従事する外勤社員から構成されております。

　　　2.　生産アウトソーシング事業の使用人数が前連結会計年度末に比べ1,484名増加して

　　　　　おりますが、これは受注の増加に伴うものです。

　　　3.　その他の事業の使用人数が前連結会計年度末に比べ330名減少しておりますが、こ

　　　　　れは子会社２社の売却に伴うものです。

　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

5,430名 906名増 36.6歳 1.1年

（注）1.　当社の使用人は、営業従事者、事務作業従事者及び管理職等の内勤社員と顧客メー

　　　　　カーにおいて現場作業に従事する外勤社員から構成されております。

　　　2.　使用人数が前事業年度末に比べ906名増加しておりますが、これは受注の増加に伴

　　　　　うものです。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成22年12月31日現在）

借 入 先 借 入 額

㈱ 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,405,254千円

㈱ 静 岡 銀 行 690,081千円

㈱ 日 本 政 策 金 融 公 庫 303,354千円

㈱ 商 工 組 合 中 央 金 庫 108,550千円

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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2.　会社の状況

(1) 株式の状況（平成22年12月31日現在）

①　発行可能株式総数　普通株式　　　32,000,000株

②　発行済株式の総数　 普通株式　　　15,547,000株（自己株式1,139,500

株を含む）

（注）1.　平成22年11月15日付にて実施した株式分割（１株を100株に分割）に伴い、発行可能

　　　　　株式総数は31,680,000株増加しております。

　　  2.　平成22年11月15日付にて実施した株式分割（１株を100株に分割）に伴い、発行済株

　　　　　式の総数は15,388,857株増加しております。

      3.　ストックオプションとしての新株予約権（平成21年１月28日発行決議）の行使によ

　　　　　り、発行済株式の総数は2,745株増加しております。

③　株主数 4,920名（前期末比517名増）

④　大株主（上位10名）

株　主　名 持株数　 持株比率　

土 井 春 彦 3,747,700株 26.01％

道 林 昌 彦 1,500,000株 10.41％

メ ロ ン 　 バ ン ク 　 エ ー ビ ー エ ヌ 604,800株 4.20％

佐 野 美 樹 500,000株 3.47％

土 井 千 春 310,000株 2.15％

道 林 尚 輝 300,000株 2.08％

道 林 侑 輝 300,000株 2.08％

㈱ ア イ ・ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 300,000株 2.08％

チェース　マンハッタン　バンク 266,500株 1.85％

ジェーピー　モルガン　チェース　バンク 220,600株 1.53％

（注）1.　持株比率は、小数点第２位未満を四捨五入によって表示しております。

2.　持株比率は自己株式（1,139,500株）を控除して計算しております。

3.　当社は、1,139,500株の自己株式を所有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

4.　メロン　バンク　エービーエヌの正式名称は「メロン　バンク　エービーエヌ　ア

ムロ　グローバル　カストディ　エヌブイ」であります。

5.　チェース　マンハッタン　バンクの正式名称は「ザ　チェース　マンハッタン　バ

ンク　エヌエイ　ロンドン　エス　エル　オムニバス　アカウント」であります。

6.　ジェーピー　モルガン　チェース　バンクの正式名称は「ジェーピー　モルガン　

チェース　バンク　380084」であります。
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(2) 新株予約権等の状況

①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権

の状況（平成22年12月31日現在）　

イ．平成18年４月26日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

30個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の数

3,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　57,300円（１株当たり　573円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成20年９月１日から平成23年８月31日まで

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり　287円

・新株予約権の行使の条件

（ⅰ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」とい

う｡ ）が当社または当社の子会社の取締役、監査役または従

業員等の地位（以下「権利行使資格」という。）を失ったと

きは、新株予約権を行使できない。ただし、権利行使資格喪

失後における権利行使を認めることが相当であると、当社取

締役会の決議によりその旨を承認した場合には、権利行使の

期間に限り行使できる。

（ⅱ）その他の権利行使の条件は、定時株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

・当社役員の保有状況

 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

監 査 役 30個 3,000株 1名

（注）　平成22年11月15日付にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割をし　

しております。これにより「新株予約権の数」、「新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額」、「新株予約権の行使に際して株式を発行す

る場合の資本組入額」が調整されております。
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ロ．平成19年７月31日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

300個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の数

30,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　52,100円（１株当たり　521円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成21年９月１日から平成24年８月31日まで

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

　　　　１株当たり　261円

・新株予約権の行使の条件

（ⅰ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」とい

う｡ ）が、当社または当社の子会社の取締役、監査役もしく

は従業員等の地位を失ったときは、新株予約権を行使できな

い。ただし、新株予約権者の退任または退職後の権利行使に

つき正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限り

ではない。

（ⅱ）その他の権利行使の条件は、定時株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

・当社役員の保有状況

 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

取 締 役 300個 30,000株 2名

（注）　平成22年11月15日付にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割をし　

しております。これにより「新株予約権の数」、「新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額」、「新株予約権の行使に際して株式を発行す

る場合の資本組入額」が調整されております。
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ハ．平成20年８月18日開催の取締役会決議による新株予約権

・新株予約権の数

200個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の数

20,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　58,800円（１株当たり　588円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成22年10月１日から平成25年９月30日まで

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり　294円

・新株予約権の行使の条件

（ⅰ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」とい

う｡ ）が当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは

従業員等の地位を失ったときは、新株予約権を行使できない。

ただし、新株予約権者の退任または退職後の権利行使につき

正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りでは

ない。

（ⅱ）その他の権利行使の条件は、定時株主総会及び取締役会決議

に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約

権割当契約書」に定めるところによる。

・当社役員の保有状況

 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

取 締 役 200個 20,000株 1名

（注）　平成22年11月15日付にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割をし　

しております。これにより「新株予約権の数」、「新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額」、「新株予約権の行使に際して株式を発行す

る場合の資本組入額」が調整されております。
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ニ．平成21年１月28日開催の臨時株主総会決議による新株予約権

・新株予約権の数

50個（新株予約権１個につき100株）

・新株予約権の目的となる株式の数

15,000株

・新株予約権の払込金額

無償

・新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

１個当たり　95,400円（１株当たり　318円）

・新株予約権を行使することができる期間

平成22年６月18日から平成30年６月17日まで

・新株予約権の行使に際して株式を発行する場合の資本組入額

１株当たり　159円

・新株予約権の行使の条件

（ⅰ）新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」とい

う。）は、権利行使時においても、当社または当社子会社の

取締役、監査役及び従業員の地位にあることを要するものと

する。

（ⅱ）その他の権利行使の条件は、臨時株主総会において承認され

た株式会社フリーワークとの「合併契約書」に定めるところ

による。

・当社役員の保有状況

 新株予約権の数 目的となる株式の数 保 有 者 数

監 査 役 50個 15,000株 1名

（注）1.　平成22年11月15日付にて、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を　

しております。これにより「新株予約権の数」、「新株予約権の行使に際

して出資される財産の価額」、「新株予約権の行使に際して株式を発行す

る場合の資本組入額」が調整されております。

　　　2.　平成21年１月28日開催の臨時株主総会決議による新株予約権については、　

当社を吸収合併存続会社、株式会社フリーワークを吸収合併消滅会社とす

る合併（平成21年３月１日を効力発生日とする。）に際し、株式会社フリ

ーワークより、合併の比率１：３の割合で承継し付与したもので、目的と

なる株式の数については、増加後の数値を記載しております。　

　

②　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予

約権の状況　

　　該当事項はありません。　　
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年12月31日現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役会長兼社長 土 井 春 彦
内部監査室担当、㈲トリリオン取締
役社長

専 務 取 締 役 佐 野 美 樹 第二営業本部長

常 務 取 締 役 鈴 木 一 彦

グループ会社担当、経営企画室担当、
㈱アウトソーシングセントラル代表
取締役社長、㈱ニッソーサービス取
締役

常 務 取 締 役 岩 倉 　 章 事業所管理本部長

常 勤 監 査 役 大 髙 　 洋  

監 査 役 淺 羽 忠 克 ㈲満伸総業代表取締役社長

監 査 役 池 島 幸 治 　

（注）1.　平成22年３月26日開催の第13期定時株主総会において、大髙洋氏が新たに監査役に
選任され、就任いたしました。

2.　監査役大髙洋氏及び監査役淺羽忠克氏並びに監査役池島幸治氏は、社外監査役であ
ります。

3.　取締役和泉康一氏及び取締役三好孝秀氏は平成22年３月26日付で退任いたしました。
4.　代表取締役社長丸岡陽太氏は平成22年12月27日付で代表取締役社長及び取締役を退

任いたしました。
　　これにより、同日付で代表取締役会長土井春彦氏が代表取締役会長兼社長に就任い

たしました。
5.　当社は、監査役大髙洋氏を株式会社大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。

　

②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

 名 千円

取 締 役 7 124,275

監 査 役
（ う ち 、 社 外 監 査 役 ）

3
(3)

14,293
(14,293)

合 計
（ う ち 、 社 外 役 員 ）

10
(3)

138,569
(14,293)

（注）1.　上記には、平成22年３月26日開催の第13期定時株主総会終結の時をもって退任した
取締役２名及び平成22年12月27日開催の取締役会において退任した取締役１名を含
んでおります。

2.　取締役の報酬限度額は、平成17年３月30日開催の第８期定時株主総会において年額
400,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まない。）と決
議いただいております。

3.　監査役の報酬限度額は、平成15年３月27日開催の第６期定時株主総会において年額
20,000千円以内と決議いただいております。

4.　上記には、ストックオプションによる報酬額を含んでおります。

5.　上記以外に使用人兼務取締役に当事業年度中に支給した使用人分給与はありません。
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③　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況 当社と兼職先との関係

常勤監査役 大 髙　　洋 － －

監　査　役 淺 羽 忠 克 ㈲満伸総業代表取締役社長 無

監　査　役 池 島 幸 治 － －

　

ロ．当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名
取 締 役 会 監 査 役 会

出 席 回 数 出 席 回 数

常勤監査役 大 髙　　洋 20回中20回 10回中10回

監　査　役 淺 羽 忠 克 28回中28回 13回中13回

監　査　役 池 島 幸 治 28回中28回 13回中13回

　
（注） 大髙洋氏は平成22年３月26日開催の第13期定時株主総会において監査役に選任

       されたため、開催回数は就任後の回数を記載しております。

　
・取締役会における発言状況　

　　 各監査役は、それぞれの得意分野の見地から意見を述べるなど、取締役会の意

　 　思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。
　

・監査役会における発言状況　

　　各監査役は、監査役会において監査結果に関する意見交換、監査に関する重要

　　 事項の協議を行うほか、代表取締役との意見交換会を定期的に行うなど、それ

　　 ぞれの得意分野の見地を活かした活動を行っております。

　

(4) 会計監査人の状況

①　名称 有限責任監査法人トーマツ

　

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 33,000千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

48,660千円

（注）　　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませ

んので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
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③　非監査業務の内容

　当社は、財務調査等に関する合意された手続業務を有限責任監査法人

トーマツに委託しております。

　

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該

当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会

計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した

旨と解任の理由を報告いたします。

　

(5) 業務の適正を確保するための体制

　　1.　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保

　　　　するための体制

(1)法令及び定款の遵守に関する基本行動規範として「企業倫理行動規範」

を定め、取締役、監査役及び使用人に周知徹底する。

(2)取締役が他の取締役の法令及び定款に違反する行為を発見した場合は、

直ちに監査役及び取締役会に報告するなどガバナンス体制を強化し、

当該行為を未然に防止する。

(3)法令・社会規範等の違反行為等の早期発見・是正を目的として、公正

な第三者機関に委託した「内部通報制度」を設け効果的な運用を図る。

(4)内部監査部門として業務執行部門とは独立した内部監査室を設け、常

時かつ専門的な業務監視体制をとり、その結果を社長及び監査役に報

告する。

2.　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

「文書管理規程」に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または

電磁的媒体（以下「文書等」という）に記録し、保存する。取締役、監

査役及び会計監査人等からの閲覧要請があった場合には、各部門長が中

心となり、情報の収集、提出を行う体制とする。
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　　3.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

(1)経営管理本部を全社的なリスクの統括管理部門として位置づけ、総務

課がリスク管理・運営並びに規程の整備を行い実効性のある管理を推

進するとともに、法務課による法的対応の実施や、最新法令の社内へ

の伝達を行う等、内部統制と一体化したリスク管理を推進する。

(2)不測の事態が発生したときは、社長を本部長とする「緊急対策本部」

を設置し、情報連絡チーム及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリ

ーチームを組織し迅速な対応をとるとともに、損害の拡大を防止しこ

れを最小限に止める体制を整える。

4.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

(1)定例取締役会を原則として毎月１回開催するほか、必要に応じて適宜

開催するものとし、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況を監

督する。

(2)取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規

程等の社内規程において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続

きの詳細を定め、適正かつ効率的に業務が執行される体制を確保する。

5.　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

(1)「子会社管理規程」に基づき、当社子会社を管掌する部門を置き、子

会社代表の業務執行状況を監視･監督する。

(2)子会社の経営活動上の重要な意思決定事項は、当社取締役会に報告し、

承認を得ることとする。

(3)原則として毎月１回当社取締役及び子会社代表が出席する会議を開催

し、各子会社から経営状況について報告を受けるとともに、グループ

間の情報共有・意思疎通及び経営方針の統一化を図る。

(4)当社の内部監査室は、定期的に子会社の業務監査及び会計監査等を実

施し、その結果を社長及び監査役に報告する。

6.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に

関する事項

　　当社は、監査役の必要に応じてその職務を補助する使用人を置くこと

とし、当該使用人は監査役の指揮命令に従うとともに、その人選・人

事異動・人事評価・懲戒処分等については取締役と監査役が意見交換

し決定する。
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7.　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への

　　報告に関する体制

(1)監査役は、意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締

役会のほか重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に

関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて、取締役及び使用人にその

説明を求めるものとする。

(2)取締役及び使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事

実を発見したときは、遅滞なく監査役に報告しなければならない。

8.　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1)監査役と社長及び他の取締役は、相互の意思疎通を図るため、適宜に

意見交換会を開催する。

(2)監査役は、会計監査人から会計監査の内容につき説明を受け、情報の

交換を行うなど連携を密にし、監査役監査の実効性確保を図るものと

する。

(3)監査役と内部監査室は、適宜に内部監査結果及び指摘・提言事項等に

つき協議及び意見交換を行い、連携して監査にあたるものとする。

9.　財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社及び当社子会社は財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取

引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向け、内部統制

システムの構築を行い、その仕組みが適正に機能することを継続的に

評価し、必要な是正を行う。

10.　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び体制整備について

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対し

ては、断固たる行動をとるものとし、一切の関係を遮断することを

「企業倫理行動規範」に定め、基本方針とする。また、経営管理本部

統括のもと適宜に警察・顧問弁護士等の外部専門機関と連携し、組織

的かつ速やかに対応する。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年12月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

の れ ん

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

敷 金 及 び 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

6,948,358

1,731,399

4,182,469

27,012

51,542

315,468

96,976

551,467

△7,978

3,756,479

2,075,622

1,192,741

374,225

62,757

441,199

4,698

699,743

599,404

100,339

981,112

240,849

489,604

109,766

140,891

2,898

2,898

流 動 負 債 5,335,328

支払手形及び買掛金 16,987

短 期 借 入 金 1,390,000

一年内返済予定長期借入金 299,874

未 払 金 1,611,502

未 払 費 用 537,516

未 払 法 人 税 等 709,322

未 払 消 費 税 等 280,647

そ の 他 489,477

固 定 負 債 1,896,864

社 債 163,750

長 期 借 入 金 817,365

退 職 給 付 引 当 金 365,763

負 の の れ ん 465,939

そ の 他 84,045

負 債 合 計 7,232,193

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,323,496

資 本 金 483,916

資 本 剰 余 金 880,086

利 益 剰 余 金 2,350,588

自 己 株 式 △391,094

評価・換算差額等 2,911

その他有価証券評価差額金 4,526

為替換算調整勘定 △1,615

新 株 予 約 権 53,693

少 数 株 主 持 分 95,441

純 資 産 合 計 3,475,542

資 産 合 計 10,707,735 負 債 純 資 産 合 計 10,707,735

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高  28,386,708

売 上 原 価  22,378,831

売 上 総 利 益  6,007,877

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  4,834,497

営 業 利 益  1,173,380

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 4,469  

受 取 配 当 金 401  

不 動 産 賃 貸 料 303,254  

負 の の れ ん 償 却 額 155,958  

助 成 金 収 入 100,327  

そ の 他 70,531 634,942

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 39,642  

不 動 産 賃 貸 原 価 320,365  

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 26,131  

そ の 他 20,863 407,003

経 常 利 益  1,401,318

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 1,822  

子 会 社 株 式 売 却 益 211,895 213,717

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 売 却 損 5,414  

減 損 損 失 15,590  

事 務 所 移 転 費 用 105,840 126,845

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  1,488,190

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 735,276  

法 人 税 等 調 整 額 △23,515 711,760

少 数 株 主 利 益  16,309

当 期 純 利 益  760,120

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで)

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年12月31日　残高 483,435 879,605 1,713,363 △218,703 2,857,700

連結会計年度中の変動額      

新 株 の 発 行 480 480   961

剰 余 金 の 配 当   △95,890  △95,890

当 期 純 利 益   760,120  760,120

自 己 株 式 の 取 得  　  △172,391 △172,391

連 結 範 囲 の 変 更  　 △27,005  △27,005

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

    　

連結会計年度中の変動額合計 480 480 637,224 △172,391 465,795

平成22年12月31日　残高 483,916 880,086 2,350,588 △391,094 3,323,496

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権
少数株主
持　　分

純資産合計
その他有価証
券評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成21年12月31日　残高 △1,824 ― △1,824 49,433 27,911 2,933,221

連結会計年度中の変動額       

新 株 の 発 行      961

剰 余 金 の 配 当      △95,890

当 期 純 利 益      760,120

自 己 株 式 の 取 得      △172,391

連 結 範 囲 の 変 更      △27,005

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

6,350 △1,615 4,735 4,259 67,530 76,525

連結会計年度中の変動額合計 6,350 △1,615 4,735 4,259 67,530 542,320

平成22年12月31日　残高 4,526 △1,615 2,911 53,693 95,441 3,475,542

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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 貸　借　対　照　表 
（平成22年12月31日現在）

 （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

4,181,483

235,417

375,621

2,263,284

7,217

149,173

629,500

422,223

46,737

52,757

△447

3,707,843

1,057,379

657,275

37,665

19,859

43,089

299,490

68,920

47,394

21,525

2,581,543

114,121

2,197,829

6,450

6,973

233,870

12,748

9,550

流 動 負 債 3,635,207

短 期 借 入 金 1,140,000

一年内返済予定長期借入金 155,674

未 払 金 1,274,987

未 払 費 用 119,661

未 払 法 人 税 等 571,361

未 払 消 費 税 等 228,663

預 り 金 140,939

そ の 他 3,918

固 定 負 債 667,994

長 期 借 入 金 407,977

退 職 給 付 引 当 金 33,630

負 の の れ ん 218,539

そ の 他 7,848

負 債 合 計 4,303,201

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,527,615

資 本 金 483,916

資 本 剰 余 金 880,086

資 本 準 備 金 594,716

その他資本剰余金 285,370

利 益 剰 余 金 2,554,707

その他利益剰余金 2,554,707

別 途 積 立 金 105,000

繰越利益剰余金 2,449,707

自 己 株 式 △391,094

評価・換算差額等 4,815

その他有価証券評価差額金 4,815

新 株 予 約 権 53,693

純 資 産 合 計 3,586,124

資 産 合 計 7,889,326 負 債 純 資 産 合 計 7,889,326

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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 損　益　計　算　書 

( 平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで )

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 　 16,989,957

売 上 原 価 　 13,285,612

売 上 総 利 益 　 3,704,344

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　 2,809,314

営 業 利 益 　 895,030

営 業 外 収 益 　 　

受 取 利 息 2,260 　

受 取 配 当 金 6,934 　

有 価 証 券 利 息 3,633 　

負 の の れ ん 償 却 額 87,230 　

そ の 他 30,097 130,157

営 業 外 費 用 　 　

支 払 利 息 12,985 　

そ の 他 2,170 15,155

経 常 利 益 　 1,010,031

特 別 利 益 　 　

固 定 資 産 売 却 益 1,822 　

子 会 社 株 式 売 却 益 286,179 288,001

特 別 損 失 　 　

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 損 39,391 　

減 損 損 失 13,178 　

事 務 所 移 転 費 用 66,836 119,407

税 引 前 当 期 純 利 益 　 1,178,625

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 550,359 　

法 人 税 等 調 整 額 △31,474 518,885

当 期 純 利 益 　 659,740

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成22年１月１日から
平成22年12月31日まで )

 （単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株 主 資 本
合 計

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成21年12月31日　残高 483,435 594,235 285,370 879,605 105,000 1,885,857 1,990,857 △218,703 3,135,195

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

新 株 の 発 行 480 480     480                 961

剰 余 金 の 配 当                     △95,890 △95,890     △95,890

当 期 純 利 益                     659,740 659,740     659,740

自己株式の取得                             △172,391 △172,391

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

                                　

事業年度中の変動額合計 480 480 ― 480 ―　 563,849 563,849 △172,391 392,420

平成22年12月31日　残高 483,916 594,716 285,370 880,086 105,000 2,449,707 2,554,707 △391,094 3,527,615

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純資産合計
その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平成21年12月31日　残高 △862 △862 49,433 3,183,766

事業年度中の変動額 　 　 　 　

新 株 の 発 行             961

剰 余 金 の 配 当             △95,890

当 期 純 利 益             659,740

自己株式の取得 　 　 　 △172,391

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額（純額）

5,677 5,677 4,259 9,937

事業年度中の変動額合計 5,677 5,677 4,259 402,358

平成22年12月31日　残高 4,815 4,815 53,693 3,586,124

（注）記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成２３年２月１５日 

 株式会社アウトソーシング  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 向　　眞生 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 山田　剛己 
 

 

　

　

　

当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社アウ

トソーシングの平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日までの連結

会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連

結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計

算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

計算書類に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法

並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書

類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社アウトソーシング及び連

結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成２３年２月１５日 

 株式会社アウトソーシング  

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人 ト　ー　マ　ツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 向　　眞生 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 山田　剛己 
 

 当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会

社アウトソーシングの平成２２年１月１日から平成２２年１２月３１日まで

の第１４期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主

資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行っ

た。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明

することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監

査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断し

ている。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及び

その附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第14期事業年度の取締役

の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告に基づき、審議の結果、監査役全員

の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

1.　監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、当期の監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担

等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び内

部監査室等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な稟議書等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いた

しました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）の状況を監視いたしました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、

必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度

に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ

て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行なわれることを確

保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並

びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び

連結注記表）について検討いたしました。

 



2011/03/01 0:05:45 ／ 10710848_株式会社アウトソーシング_招集通知

監査役会の監査報告

－ 31 －

 2.　監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し

ているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、

当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項

は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると

認めます。　

　

 

 平成23年２月21日  

 株式会社アウトソーシング　監査役会  

 

常 勤 監 査 役 大　髙　　　洋 ㊞

監 査 役 淺　羽　忠　克 ㊞

監 査 役 池　島　幸　治 ㊞

（注）常勤監査役大髙　洋及び監査役淺羽忠克、池島幸治は、会社法第２条第16号及び第

335条第３項に定める社外監査役であります。

　　

 

　

　

　

　

以　上
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株主総会参考書類

　　

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じま

す。

　期末配当に関する事項

　第14期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金7.21円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は103,878,075円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年３月30日といたしたく存じます。
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　第２号議案　定款一部変更の件

1.　変更の目的

　　①　単元株制度の採用に伴い、単元未満株式についての権利を合理的な

範囲に制限するため、所要の規定を第８条として新設するものであ

ります。　

②　上記の変更に伴い、現行定款第８条以下の条数を各１条繰り下げる

ものであります。

　

2.　変更の内容　

変更の内容は次のとおりであります。

（下線は、変更部分を示します。）

現　　　行　　　定　　　款 変　　　　更　　　　案　

第１条～第７条　　（条文省略）

　

　

　

〔新　　設〕　

　

　

　

　

　

第８条～第46条　　（条文省略）　

第１条～第７条　　（現行どおり）

（単元未満株主の権利制限）　

第８条　当会社の単元未満株主は、以下に掲

　　　げる権利以外の権利を行使することが

　　　できない。　

　１．　会社法第189条第２項各号に掲げる

　　　　権利

　２．　取得請求権付株式の取得を請求する

　　　　権利

　３．　募集株式または募集新株予約権の割

　　　　当てを受ける権利

　

第９条～第47条　　（現行どおり）　　
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第３号議案　取締役３名選任の件

　当社の経営組織体制の強化を図るために、新たに取締役３名の選任をお

願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、
担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社株式の数

１
植 松 政 臣

（昭和20年９月29日生）

平成16年２月　当社入社

平成16年３月　当社取締役管理本部長就任

平成18年３月　㈱アネブル（現㈱アウトソーシング

セントラル）入社

　　　　　　　同社取締役管理部長就任

平成21年９月　㈱トライアングル、㈱アールピーエ

ム監査役就任

平成21年11月　聖翔㈱、㈱エスティエス、わらべう

た㈱（現長谷川ナーシングパートナ

ー㈱）監査役就任

平成21年12月　エルゼクス㈱監査役就任

平成22年３月　㈱ＯＲＪ監査役就任

平成22年４月　当社入社

平成22年５月　㈱アストロン監査役就任

平成22年７月　当社執行役員経営管理本部長就任

　　　　　　　（現任）

16,100株
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、
担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当
社株式の数

２
三 好 孝 秀

（昭和54年２月25日生）

平成14年４月　㈱アクティス入社

平成18年８月　当社入社

平成19年１月　当社執行役員第４支社支社長就任

平成20年１月　当社執行役員営業部長就任

平成20年３月　当社執行役員営業本部副本部長就任

平成20年10月　㈱ＯＲＪ代表取締役社長就任

　　　　　　　（現任）

平成21年１月　当社執行役員営業本部長就任

平成21年３月　当社取締役就任

平成22年２月　当社取締役雇用戦略事業本部長就任

平成22年３月　当社取締役雇用戦略部・法人営業部

担当就任

平成22年４月　当社営業本部長就任

平成22年７月　当社第一営業本部長就任

平成22年８月　当社執行役員第一営業本部長就任　

平成23年１月　当社執行役員営業本部長就任

　　　　　　　（現任）

平成23年１月 ＯＳセミテック㈱代表取締役社長就任

（現任）　

　

（重要な兼職の状況）

　　　　　　　㈱ＯＲＪ代表取締役社長

　　　　　　　ＯＳセミテック㈱代表取締役社長

0株

３
竹 山 裕 彦

（昭和31年12月５日生）

平成16年７月　山形日本電気㈱（現ルネサス山形セ

ミコンダクタ㈱）入社

　　　　　　　同社執行役員就任

平成18年７月　日電電子（中国）有限公司へ出向

平成18年12月　日電電子（香港）有限公司社長就任

平成19年４月　日電電子（中国）有限公司社長就任

平成22年２月　日電電子（中国）有限公司高級顧問

就任

平成22年11月　当社入社　執行役員海外事業統括本

部長就任（現任）

平成23年１月　㈱アストロン取締役就任（現任）　

0株

（注）各候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。
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第４号議案　ストックオプションとして新株予約権を発行する件

　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、以下のとおり、新

株予約権を発行すること、及びかかる新株予約権の募集事項の決定を当社

取締役会に委任することについてのご承認をお願いするものであります。

　（新株予約権発行の要領）

1.　特に有利な条件をもって新株予約権を引き受ける者の募集をする理由

　当社の企業価値向上に対する意欲や士気を一層高めることを目的とし、

当社の取締役、監査役及び従業員等に対してストックオプションとして

の新株予約権を発行するものであります。

なお、従業員等には当社子会社の取締役及び監査役を含むものとします。

　

2.　本議案の承認決議による委任に基づいて当社取締役会が募集事項の決

定をすることができる新株予約権の発行要領

(1) 新株予約権の数の上限

　1,100個を上限とする。このうち、当社取締役及び監査役に割り当て

る新株予約権の個数は300個を上限とする。

(2) 新株予約権と引換えに払い込む金銭

　新株予約権と引換えに金銭の払込みを要しないものとする。

(3) 新株予約権の目的である株式の種類及び数

　当社普通株式110,000株を上限とする。このうち、当社取締役及び監

査役に割り当てる新株予約権の総株式数は、30,000株を上限とする。

　なお、各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」

という。）は100株とする。

　また、当社が株式分割（株式無償割当ての場合を含む。以下、

同じ。）または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数の調

整を行う。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利

行使されていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行わ

れ、調整の結果生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとする。

付与株式数が調整された場合は、調整後付与株式数に上記(1) 記載の

新株予約権の上限数を乗じた数を上限とする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

　上記のほか、決議日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得な

い事由が生じたときは、合理的な範囲で当社が必要と認める株式数の

調整を行う。
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(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権の

行使により交付を受けることができる株式１株当たりの行使に際して

出資される財産の価額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数

を乗じた金額とする。

　行使価額は、新株予約権を割当てる日（以下、「割当日」という。）

の属する月の前月の各日（取引が成立していない日を除く。）の、大

阪証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値に1.05

を乗じた金額（１円未満の端数切り上げ）とする。

　ただし、当該金額が割当日の終値（取引が成立しない場合はそれに

先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。

　なお、割当日後、以下の事由が生じた場合は、行使価額を調整する。

①　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使

価額を調整し、調整により生じた１円未満の端数は切り上げる。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
1

分割・併合の比率

②　当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を行

う場合（新株予約権の行使による場合を除く。）、次の算式により

行使価額を調整し、調整により生じた１円未満の端数は切り上げる。

    既発行
株式数

＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　上記算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総

数から当社の保有する自己株式数を控除した数とし、自己株式の処

分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、

「１株当たり払込金額」を「１株当たり処分金額」と読み替えるも

のとする。

③　新株予約権の割当日後に、当社が他社と合併する場合、会社分割

を行う場合、資本金の額の減少を行う場合、その他これらの場合に

準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範

囲で、行使価額は適切に調整されるものとする。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

　新株予約権の割当日より２年を経過した日の属する月の翌月１日か

ら３年間とする。
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(6) 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）

が当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは従業員等の地位

を失ったときは、新株予約権を行使できない。ただし、新株予約権

者の退任または退職後の権利行使につき正当な理由があると取締役

会が認めた場合は、この限りではない。

②　新株予約権者は、その割当数の一部または全部を行使することが

できる。ただし、各新株予約権の１個未満の行使はできないものと

する。

③　新株予約権者が死亡した場合、その相続人は新株予約権を行使す

ることができる。

(7) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本

金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本の額は、会社計算規則第１７条第１項に従い算出される資本金等

増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端

数は、これを切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資

本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度額から上記①に定

める増加する資本金の額を減じた額とする。

(8) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の承認を要

する。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

①　当社は、新株予約権者または新株予約権者の相続人が権利行使の

条件に該当しなくなった等により権利を行使し得なくなった場合ま

たは権利を放棄した場合、新株予約権を無償で取得することができ

るものとする。

②　当社は、当社が消滅会社となる合併契約、当社が完全子会社とな

る株式交換についての株式交換計画書・株式交換契約、また、当社

が分割会社となる会社分割についての分割計画書・分割契約につい

て当社株主総会の承認（株主総会の承認が不要な会社分割の場合は

取締役会の決議）がなされた場合、ならびに株式移転の議案が当社

株主総会で承認された場合は、新株予約権を無償で取得することが

できる。
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③　当社は、新株予約権者が新株予約権割当契約の条項に違反した場

合、新株予約権を無償で取得することができる。

(10) 新株予約権の価額

　新株予約権の価額は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸

条件をもとにブラックショールズ式を用いて算定する。

以　上
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会　場　ご　案　内　図
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